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経常利益
有価証券関係収益が減少したが、
与信費用の減少により増益

経常利益
有価証券関係収益が減少したが、
与信費用の減少により増益

コア業務純益
システム関連費用の増加による
経費の増加により減益

コア業務純益
システム関連費用の増加による
経費の増加により減益

損益概況

１．平成１９年度決算

1

資金利益
貸出金利息等運用収入は増加した
ものの、預金等利息など調達費用
の増加もあり前年度並みの実績

資金利益
貸出金利息等運用収入は増加した
ものの、預金等利息など調達費用
の増加もあり前年度並みの実績

当期純利益
３期連続の増益

当期純利益
３期連続の増益

役務取引等利益
預り資産関連手数料が伸び悩んだ
ほか、ビジネスローンの支払保証
料の増加等もあり減益

役務取引等利益
預り資産関連手数料が伸び悩んだ
ほか、ビジネスローンの支払保証
料の増加等もあり減益

(単位：億円、％)

増減額 増減率

863 872 9 1.1

資 金 利 益 779 780 1 0.0

役 務 取 引 等 利 益 114 101 ▲   13 ▲ 11.6

国 債 等 債 券 損 益 ▲    10 ▲    12 ▲    2

外国為替売買損益 ▲    24 ▲     1 23

578 593 15 2.6

285 279 ▲    6 ▲  2.0

［ ］ [ 295 ] [ 291 ] [ ▲    4 ] [ ▲  1.2 ]

23 ▲    18 ▲   41

262 297 35 13.4

▲    80 ▲    98 ▲   18

株 式 等 関 係 損 益 15 4 ▲   11

不良債権処理損失 102 102 0

182 198 16 8.9

1 0 ▲    1

14 4 ▲   10

67 72 5

102 122 20 20.3

125 84 ▲   41

臨 時 損 益

一般貸倒引当金繰入額

業 務 粗 利 益

前年度比
18年度 19年度

与 信 費 用

経 費

特 別 損 失

当 期 純 利 益

法人税、住民税等（調整額含む）

経 常 利 益

特 別 利 益

業 務 純 益

一般貸倒引当金繰入前業務純益

コ ア 業 務 純 益

一般貸倒引当金取崩しにより

与信費用は大きく減少

一般貸倒引当金取崩しにより

与信費用は大きく減少



■ 主要勘定（平残） ■ 利回・利鞘

主要勘定・利回・利鞘

１．平成１９年度決算
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(単位：億円、％) (単位：％)

増減率 増減

30,441 30,822 1.3 1.86 2.04 0.18

30,366 30,822 1.5 1.87  2.04 0.17

事 業 性 貸 出 18,312 18,001 ▲  1.7 事 業 性 貸 出 1.72 1.97 0.25

( 12,721 ) ( 11,928 ) ( ▲  6.2 ) ( 2.15 ) ( 2.41 ) ( 0.26 )
( 5,591 ) ( 6,073 ) ( 8.6 ) ( 0.74 ) ( 1.13 ) ( 0.39 )

消費者ローン 6,891 6,980 1.3 消費者ローン 2.52 2.67 0.15
( 6,198 ) ( 6,331 ) ( 2.1 ) (住宅ローン) ( 2.17 ) ( 2.33 ) ( 0.16 )

地公体等向け 5,163 5,841 13.1 地公体等向け 1.50 1.50 0.00

75 - 1.51 1.52 0.01

19,441 19,727 1.5 0.10 0.25 0.15

 10,801 10,502 ▲  2.8 1.50 1.47 ▲ 0.03

1,281 958 ▲ 25.2 0.33 0.29 ▲ 0.04

4,108 5,190 26.3

669 692 3.4

2,582 2,385 ▲  7.6

48,972 49,749 1.6

33,541 34,331 2.4

11,814 11,752 ▲ 0.5
(注)その他貸出金は､財務省、預金保険機構等向け貸出金およびﾛｰﾝﾊﾟｰﾃｨｼﾍﾟｰｼｮﾝ  

参
考 5,104 5,491 7.6

(注)預り資産は、投資信託、公共債、個人年金保険等、外貨預金の合計

そ の 他

コア貸出金利回

貸 出 金 利 回

18年度

国 債

総 資 金 利 鞘

(うち除くｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ貸)

( う ち ｽ ﾌ ﾟ ﾚ ｯ ﾄ ﾞ 貸 )

有 価 証 券 利 回

資金スプレッド

19年度
前年度比

18年度 19年度
前年度比

コ ア 貸 出 金

預 金 等 利 回

( う ち ｽ ﾌ ﾟ ﾚ ｯ ﾄ ﾞ 貸 )

(うち除くｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ貸)

その他貸出金(注)

(住宅ローン)

▲100.0

地 方 債

預り資産(末残)

個 人 預 金
法 人 預 金

貸 出 金

社 債

株 式

預金＋譲渡性預金

有 価 証 券



金融再生法開示債権の推移
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破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危険債権

要管理債権
金融再生法開示債権比率

1,355

1,707

1,9492,006

1,489

与信費用と与信費用比率

112 108
8584

108
125

0.36 0.34 0.35

0.41

0.27 0.26
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％

与信費用

与信費用比率

与信費用および金融再生法開示債権の状況

１．平成１９年度決算
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20年度予想 21/3予想

■ 与信費用の推移

▲ 60 ▲ 65 ▲ 22 23 ▲ 18 10

172 173 130 102 102 75

(うち債権
 売却損) (63) (11) (29) (41) (49) (N/A）

112 108 108 125 84 85

16年度 19年度

不良債権
処理損失

合 計

15年度

一般貸倒引当金
繰入額

(単位：億円)

17年度 18年度
20年度
予想



中期経営計画の進捗状況
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２．中期経営計画の進捗状況

○サブプライム問題等、想定外の環境変化もありコア業務純益、ＯＨＲの達成は厳しい

○自己資本については質・量共に健全性を維持しており、自己資本比率は目標は達成へ

○中計期間中の営業力強化の成果あり、コア貸出金、預り資産の量的目標も達成見込み

注．網かけ、太字部分が中期経営計画における基本目標

(単位：億円、％)

計画対比 計画対比 計画対比 当初計画 計画対比

業務粗利益 836     15 863     23 872     ▲  13 901     925     ▲  24

資金利益 752     21 779     19 780     ▲  20 785     835     ▲  50

役務取引等利益 108     0 114     2 101     ▲  16 115     125     ▲  10

経  費 573     ▲  5 578     0 593     20 576     552     24 

コア業務純益 266     26 295     25 291     ▲  29 330     380     ▲  50

ＯＨＲ 68.5    67.0    68.0    63.9    59.6    4.3

自己資本比率(国内基準) 11.6    12.9    13.1    12.8    12.0    0.8

コア貸出金平残 30,052  30,366  30,822  31,510  30,310  1,200

預り資産残高（末残） 3,668   5,104   5,491   7,200   7,000   200

※金利水準予想 (単位：％)
21年3月末予想

当初計画 計画対比

無担保コールＯ／Ｎ  0.002    0.715    0.641    0.500   0.500 0.000

日本円TIBOR(3ヵ月)  0.128    0.663    0.839    0.850   0.700 0.150

新発10年国債流通利回り  1.770    1.650    1.275    1.600   2.750 ▲ 1.150

当行短期プライムレート  1.875    2.375    2.375    2.375   1.875 0.500

ＲＯＥ(コア業純ベース)  7.69     8.06     8.15     9.35    10.60 ▲ 1.25

18年3月末 19年3月末 20年3月末

17年度 18年度 20年度予想19年度



営業力の強化

３．主要経営施策
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■ 営業力の強化

仙台圏の人口推計

1,347

1,403

1,431
1,445 1,447

1 ,300

1 ,320

1 ,340

1 ,360

1 ,380

1 ,400

1 ,420

1 ,440

1 ,460

1 ,480

1 ,500

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

千人

-4 .0

-3 .0

-2 .0

-1 .0

0 .0

1 .0

2 .0

％

仙台圏

東北

全国

地価の推移（商業地）
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宮城県

仙台市

地方圏

全国

○人口は仙台圏で引続き増加

最近の主な企業立地事例

従来からの高い都市機能に加え、製造業の進出等で仙台圏のポテンシャルは引続き増加

○大手企業の進出も仙台圏に集中

○ポテンシャルを見越し地価も上昇継続

新設

増設

※新規立地

※敷地内又は隣接地増設

（ ）内は投資金額および生産品目

新設

増設

※新規立地

※敷地内又は隣接地増設

（ ）内は投資金額および生産品目

当行のビジネスチャンスはさらに増加へ
○住宅取得、アパート建設等の住宅関連資金需要増
○仙台市中心部の再開発、商業ビル建築等に伴う資金需要増
○地元製造業活性化による資金需要の増加

新設２社による経済波及効
果は5,600億円、雇用創出
効果は１万７千人を見込む
（宮城県試算）

トヨタ自動車東北㈱
（ 500億円、自動車エンジン製造）

サンドビック㈱
（ 200億円、切削工具製造）

東京エレクトロン㈱
（300億円、半導体製造装置製造）

東北リコー㈱.
（ 200億円、トナー製造）

セントラル自動車㈱
（500億円、自動車車体製造）

秋田県

山形県

福島県

○仙台市

二プロ㈱
（100億円、医療基部製造）

ＴＤＫ－ＭＣＣ ㈱
（ 500億円、セラミックコンデンサー製造）

山形日本電気㈱
（100億円、システムＬＳＩ製造）

会津オリンパス㈱
（200億円、医療用内視鏡製造）

Spansion Japan株
（1,300億円、フラッシュメモリー製造）

東北ニプロ製薬㈱
（ 100億円、経口剤製造）

㈱デンソー
（500億円、カーエアコン製造）

㈱東芝
（8,000億円、フラッシュメモリー製造）

キャノンプレシジョン㈱
（800億円、トナーカートリッジ製造）

青森県

岩手県

宮城県

トヨタ自動車東北㈱
（ 500億円、自動車エンジン製造）

サンドビック㈱
（ 200億円、切削工具製造）

東京エレクトロン㈱
（300億円、半導体製造装置製造）

東北リコー㈱.
（ 200億円、トナー製造）

セントラル自動車㈱
（500億円、自動車車体製造）

秋田県

山形県

福島県

○仙台市

二プロ㈱
（100億円、医療基部製造）

ＴＤＫ－ＭＣＣ ㈱
（ 500億円、セラミックコンデンサー製造）

山形日本電気㈱
（100億円、システムＬＳＩ製造）

会津オリンパス㈱
（200億円、医療用内視鏡製造）

Spansion Japan株
（1,300億円、フラッシュメモリー製造）

東北ニプロ製薬㈱
（ 100億円、経口剤製造）

㈱デンソー
（500億円、カーエアコン製造）

㈱東芝
（8,000億円、フラッシュメモリー製造）

キャノンプレシジョン㈱
（800億円、トナーカートリッジ製造）

青森県

岩手県

トヨタ自動車東北㈱
（ 500億円、自動車エンジン製造）

サンドビック㈱
（ 200億円、切削工具製造）

東京エレクトロン㈱
（300億円、半導体製造装置製造）

東北リコー㈱.
（ 200億円、トナー製造）

セントラル自動車㈱
（500億円、自動車車体製造）

秋田県

山形県

福島県

○仙台市

二プロ㈱
（100億円、医療基部製造）

ＴＤＫ－ＭＣＣ ㈱
（ 500億円、セラミックコンデンサー製造）

山形日本電気㈱
（100億円、システムＬＳＩ製造）

会津オリンパス㈱
（200億円、医療用内視鏡製造）

Spansion Japan株
（1,300億円、フラッシュメモリー製造）

東北ニプロ製薬㈱
（ 100億円、経口剤製造）

㈱デンソー
（500億円、カーエアコン製造）

㈱東芝
（8,000億円、フラッシュメモリー製造）

キャノンプレシジョン㈱
（800億円、トナーカートリッジ製造）

青森県

トヨタ自動車東北㈱
（ 500億円、自動車エンジン製造）

サンドビック㈱
（ 200億円、切削工具製造）

東京エレクトロン㈱
（300億円、半導体製造装置製造）

東北リコー㈱.
（ 200億円、トナー製造）

セントラル自動車㈱
（500億円、自動車車体製造）

秋田県

山形県

福島県

○仙台市

二プロ㈱
（100億円、医療基部製造）

ＴＤＫ－ＭＣＣ ㈱
（ 500億円、セラミックコンデンサー製造）

山形日本電気㈱
（100億円、システムＬＳＩ製造）

会津オリンパス㈱
（200億円、医療用内視鏡製造）

Spansion Japan株
（1,300億円、フラッシュメモリー製造）

東北ニプロ製薬㈱
（ 100億円、経口剤製造）

㈱デンソー
（500億円、カーエアコン製造）

㈱東芝
（8,000億円、フラッシュメモリー製造）

キャノンプレシジョン㈱
（800億円、トナーカートリッジ製造）

青森県

岩手県

宮城県

Spansion Japan㈱
（1,300億円、フラッシュメモリー製造）

％



県内預金シェア

他　　行 当　行

○営業拠点の拡充

・人口増加地域を中心にさらに出店を加速

・マーケットの変化に対応し既存店舗再配置を検討

・利便性向上に向けたＡＴＭ戦略の実施

○営業体制の強化

・仙台市南部・北部の拠点にてエリア営業を実施

・ローンサポート、MA等本部渉外人員の営業店配置

営業力の強化

３．主要経営施策

6

■ 営業力の強化

◆法人取引の推進

○新規貸出先獲得と、既存
先シェアアップに向けた
法人営業NO.1運動実施

○法人ビジネスローンセン
ターの設置

○県外企業に対する市場性

金利貸出の戦略的な運用

◆個人取引の推進

○ローンセンター増設による
住宅業者の利便性向上と担
当者との関係強化

○各種キャンペーンによる個
人預金・預り資産の推進

○個人顧客取込み強化に向け

たポイント制度の改正

■営業基盤の強化

県内貸出金シェア

他　　行 当　行

52.1% 42.4%

１．高い県内シェア

〜
顧
客
接
点
の
更
な
る
増
強
へ
〜

強
み
と
チ
ャ
ン
ス
を
活
か
す
施
策
の
実
施

３．圧倒的な顧客情報
年金受給者に占める当行振込指定比率

その他 当　行

就業者数に占める当行給振込指定比率

その他
当　行

47.6%62.4%

２．稠密な店舗・ＡＴＭ網

■
増
加
す
る
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス

○本部法人・個人営業部門､営業店による行内横断的プロジ
ェクトチームを組成済、進出企業のサポートを一層強化

県内年金受給者に占める当行振込指定比率県内就業者数に占める当行給振指定比率

※計数はいずれも平成20年3月末

うち当行店舗あり

宮城県内 36 31 124 234 883
宮城県外 15 3 29
合    計 36市町村 31市町 139ヵ店 237ヵ所 912台

うち宮城県内 うち宮城県内

セブン銀行 12,388 327 13,032 330
山形銀行 216 5 375 10

ＡＴＭ
設置台数

キャッシュサービスコーナー ＡＴＭ設置台数

宮城県内
市町村数

店舗数合計
店舗外ＣＳ
コーナー



営業力の強化

３．主要経営施策
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■ 営業力の強化

仙台圏 明石台支店
(個人取引特化店）
平成19年7月開店

富沢支店(仮称)
(個人取引特化店）
平成20年12月

エアリ出張所
(個人取引特化店）
平成19年2月開店

エリア営業

エリア営業

■エリア営業体制の導入

○平成２０年４月、仙台圏２地域にてエリア営業体制導入

○店質毎の役割明確化による質の高い顧客対応実施

・法人営業拠点集約による人材の効果的活用と訪問
頻度を増やした渉外の展開

・相談ブース設置やコンサルティング専担者配置に
よる店頭営業力強化

○店舗特性を活かし、顧客の多様なニーズに適格に対応
できる体制の構築により、顧客の反応は良好

○体制の効果を検証し、今後の展開を検討

営業拠点の拡充・営業体制の強化

落合支店(仮称)
(フルバンキング)

平成20年11月

杜せきのした支店
(ローンセンター併設)
平成20年4月開店

岩沼西支店
（個人取引特化店）
平成20年7月

明石台支店（仙台圏北部）
開店８ヵ月実績
預金＋預り資産：２８億円

エアリ出張所（仙台圏南部）
(インストアブランチ）
開店１２ヵ月実績
預金＋預り資産：１８億円

平成19年中に出店した個人取引特化店の実績

■ＡＴＭ網の充実

○セブン銀行(平成18年3月)､山形銀行(平成20年3月)

との提携実施

○イーネット(ファミリーマート等）(8,392台、うち

宮城県114台)､ローソン(5,549台､うち宮城県94台）

と、平成21年1月よりＡＴＭ提携実施予定、これに

よりコンビニＡＴＭ主要3社との提携を実現

○その他にも、仙台市地下鉄駅構内へのＡＴＭ設置

など、利便性向上に向けたＡＴＭ戦略を実施



アパートローン残高（末残）

1,303

1,240

1,136

1,014

800

1,000

1,200

1,400

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3

億円

県信保付貸出金残高（末残）

1,562

1,506

1,566

1,614

1,400

1,600

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3

億円

コア貸出金残高（平残）の推移

29,172

30,052

30,366

30,822

25,000

25,500

26,000

26,500

27,000

27,500

28,000

28,500

29,000

29,500

30,000

30,500

31,000

31,500

32,000

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

億円

■コア貸出金は目標を上回る推移。良質な貸出金の積み上げにより資金利益底上げ図る

◆事業性貸出金では保証協会付貸出、アパートローン等が好調

◆低利の貸出金の割合が低下、貸出ポートフォリオの収益性は引続き改善

■ コア貸出金増強への注力 ①

営業力の強化

３．主要経営施策

8

貸出金の金利階層別割合

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

17/3 18/3 19/3 20/3

3.0%～

2.5%～

2.0%～

1.5%～

1.0%～

0.5%～

0.5%未満44%

26%

9%

50%

20年度予想

注．コア貸出金は、財務省、預金保険機構等向け貸出金
およびﾛｰﾝﾊﾟｰﾃｨｼﾍﾟｰｼｮﾝを除いた貸出金

20年度
予想

20年度
予想



無担保消費者ローン残高（末残）

10

30

50

70

90

110

130

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3予想

億円

2.0

2.5

3 .0

3 .5

4 .0

4 .5

5 .0

5 .5

％

フリーローン

教育ローン

マイカーローン

利回り

住宅ローン残高（末残）および
県内金融機関における当行住宅ローンシェア

5,983

6,048

6,316

6,376

72.0

72.4

73.4

74.0

5 ,600

5,700

5,800

5,900

6,000

6,100

6,200

6,300

6,400

6,500

6,600

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3予想

億円

70

71

72

73

74

75

76

77

78

％

住宅ローン

当行シェア

■ コア貸出金増強への注力 ②

■ 住宅ローンの推進

◆ ローン推進拠点の拡充

◆ 大手住宅業者本社訪問による川上対策強化

◆ 新商品の投入 および受付チャネルの拡大によ

る多様化する顧客ニーズへの対応

■ 無担保消費者ローンの推進

◆ 顧客属性に対応した商品や、くらしあっぷローン

キャンペーンによる推進

◆ 金利優遇等を活用した住宅ローン利用者に対

するクロスセルの実施

営業力の強化

３．主要経営施策

21／3予想 921/3予想

建築確認件数は既に回復、
改正建築基準法の影響は
薄れる



個人預金・個人預り資産残高（末残）の推移

33,308 33,379 33,737
34,686

1,841
3,009

4,127

4,430

25,000

27,000

29,000

31,000

33,000

35,000

37,000

39,000

41,000

43,000

45,000

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3

億円

個人預り資産残高
個人預金残高（円貨）

■ 預金・預り資産一体での金融資産の取込強化

■ 個人預金と収益性の高い預り資産の推進

◆各種キャンペーンによるニューマネー取込み

◆投資信託、個人年金新商品のタイムリーな投入

◆「渉外支援・顧客管理システム」による顧客フォロー

と販売ツールの充実による販売支援強化

預金・預り資産一体での

取り込みは順調に推移

営業力の強化

３．主要経営施策

21/3予想

■顧客層別推進への取組み

◆ 若年層：電子マネーチャージサービスの開始

◆ 勤労層：ポイント制度の商品内容強化

◆ 富裕層：資産運用アドバイスの強化とセミナー

等充実による情報提供･相談機能強化

個人年金保険残高推移

0

100

200

300

400

500

600

700

800

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3

億円

0

100

200

300

400

500

600

700

800

百万円

個人年金保険

個人年金保険手数料

10
21/3予想



「その他証券」の運用残高推移

2,532

2 .236
2 .3 44

1 ,9 79

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3

億円

円貨外債

外貨外債

投信等

有価証券残高の推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3予想

0.5

1.0

1.5

2.0
その他

株式

社債

地方債

国債

有価証券利回り

有価証券評価損益の推移

▲ 1,000

0

1,000

2,000

17/3 18/3 19/3 20/3

国債

地方債

社債

株式

その他証券

■ 有価証券ポートフォリオの状況

有価証券運用の強化

３．主要経営施策

11

※評価損益除、減損後

※評価損益除、減損後

21/3予想

21/3予想

億円 ％

国債から社債等へ
運用をシフト

投信等を拡大

■ 健全性・収益性の向上

◆ 中長期的な経済・投資環境見通しに基づくアセットアロケーション

◆ 株式投信、金融派生商品等の活用による運用の多様化、分散化
○ 成長性・収益性重視の銘柄入替による株式ポートフォリオの質的向上

○ 事業債、外国証券等への投資シフトの継続

◆ サブプライム関連の証券化商品保有なし

億円



円貨債券の利回りとデュレーション

2.22

2.44

2.82 2.88 2.95 2.90 2.94

0.98

0.86
0.93

1.03
1.10 1.13 1.16

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

17/3 17/9 18/3 18/9 19/3 19/9 20/3 21/3

0.5

0.7

0.9

1.1

1.3

1.5

1.7デュレーション

利回

マチュリティ別構成比（20年3月末）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

1年以内 1-3年 3-5年 5-7年 7-10年 10年超

その他
社債
地方債
国債

マチュリティ別構成比の推移

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

17/9 18/3 18/9 19/3 19/9 20/3

10年超

7-10年

5-7年

3-5年

1-3年

1年以内

■ 運用力の強化

有価証券運用の強化

３．主要経営施策
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55%55%
65%65%

35%35%

■ 運用力の強化

◆ リスク・リターンバランスを考慮した運用

○ 運用目的別に区分したポートフォリオ運用

○ 金融市場動向を見据えた効率的な資金運用

◆ 人材の育成

○ 運用の多様化、高度化を図るための人材の強化

・投資対象毎のエキスパートの配置、育成

・外部運用機関、海外トレーニーへの派遣

21/3予想

※利回は投信を除く

45%45%

％

億円



16年度 17年度 18年度 19年度 20年度予想

556 573 578 593 576

うち基幹ｼｽﾃﾑ更改関連 4 22 17 23 0

838 836 863 872 901

66.4 68.5 67.0 68.0 63.9

（単位：億円、％）

業務粗利益

ＯＨＲ

経費

ＯＨＲの推移

67.3
66.4

68.5

67.0
68.0

63.9

58

60

62

64

66

68

70

72

74

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

％ システム更改に伴う
高止まり

経営効率の改善

３．主要経営施策

■ ＯＨＲの改善

■ 資産の収益性向上

◆ 統合収益管理の実施による標準スプ

レッドを踏まえた貸出金利の適正化

◆ 企業再生への取組みや、延滞管理の

徹底による不良債権の圧縮

◆ 不稼働資産の売却、整理

■ 業務プロセスの改善

◆ 事務の本部集中化

○ 顧客宛郵送物の本部集中化

◆ 地公体取引の効率化

13

20年度 予想

システム関連物件費の減少と業務粗利益
の増加によりＯＨＲは改善へ



自己資本の内訳

税効果
相当額
を除く

基本的項目
2,521

税効果
相当額
440

補完的項目
148

自己資本比率・Ｔｉｅｒ１比率の推移

 13.10
12.91

11.59

11.04

 12.54

10.41

12.33

10.97

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3末

％

自己資本比率

Tier１比率

自己資本比率は現状の水準
を維持、今後積み上がる資
本については営業力強化へ
振向け

健全性の維持

３．主要経営施策

◆ 平成20年３月末の自己資本比率は

13.10％と健全性を維持

（国際統一基準では14.17％）

◆ 同Ｔｉｅｒ１比率も12.54％と

引続き高水準

◆ 税効果相当額の Ｔｉｅｒ１に対する割合

→ １４．９％（対前期比▲１．１）

◆ 税効果除く自己資本比率

→ １１．２４％ （対前期比＋０．３１）

（注）税効果資産は、その他有価証券の評価差額および
繰延ヘッジ損益にかかる繰延税金負債との相殺前の
繰延税金資産

■ 自己資本

14

（単位：億円）

21/3予想

○参考～アウトライヤー比率

注．金利変動の９９パーセンタイル値に基づき算出

金利リスク量 TierⅠ＋TierⅡ アウトライヤー比率

495億円 3,109億円 15.9%



損 益

４．平成２０年度業績予想

15

前年度比
増減額

前年度比
増減額

872 9 901 29
資 金 利 益 780 1 785 5
役 務 取 引 等 利 益 101 ▲ 13 115 14
国 債 等 債 券 損 益 ▲  12 ▲  2 ▲   5 7
外国為替売買損益 ▲   1 23 3 4

593 15 576 ▲ 17

279 ▲  6 325 46

[ ] [ 291] [ ▲  4] [ 330][ 39 ]

▲  18 ▲ 41 10 28

297 35 315 18

▲  98 ▲ 18 ▲  94 4
株 式 等 関 係 損 益 4 ▲ 11 4 0
不良債権処理損失 102 0 75 ▲ 27

198 16 220 22

122 20 130 8

84 ▲ 41 85 1

(単位：億円)

臨 時 損 益

一般貸倒引当金繰入額

コ ア 業 務 純 益

20年度
（予想）

19年度
（実績）

与 信 費 用

業 務 粗 利 益

経 費

業 務 純 益

当 期 純 利 益

一般貸倒引当金繰入前業務純益

経 常 利 益



主要勘定・利回・利鞘

４．平成２０年度業績予想
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貸 出 金 30,822 1.3 31,510 2.2

コ ア 貸 出 金 30,822 1.5 31,510 2.2

有 価 証 券 19,727 1.5 20,317 3.0

預金＋譲渡性預金 49,749 1.6 50,470 1.4

貸 出 金 利 回 2.04 0.18 2.05 0.01

コ ア 貸 出 金 利 回 2.04 0.17 2.05 0.01

有 価 証 券 利 回 1.52 0.01 1.45 ▲ 0.07

預 金 等 利 回 0.25 0.15 0.27 0.02

資 金 ス プ レ ッ ド 1.47 ▲ 0.03 1.46 ▲ 0.01

総 資 金 利 鞘 0.29 ▲ 0.04 0.33 0.04

預り資産残高(末残) 5,491 7.6 7,200 31.1

（注）前年度比は、主要勘定、預り資産が増減率、利回・利鞘がポイント差

参
考

(単位：億円、％)

19年度
（実績）

20年度
（予想）

主
要
勘
定
（
平
残
）

利
回
・
利
鞘

前年度比 前年度比



創業１３０周年

５．創業１３０周年
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ロゴマークは、当行のイメージカラーを基調に、
創業１３０周年の｢１３０｣と、当行の目指す銀
行像「地域と共に歩み、地域と共に発展する
『ベストクォリティバンク』｣から、｢ベスト
クォリティ（ＢＱ）｣をモチーフとし、永年のお
客さまへの感謝の気持ちと、これからも｢ベスト
クォリティ(ＢＱ）｣を目指す当行の方針を表し
ております。

七十七銀行は平成２０年１２月９日に創業１３０周年を迎えます。
これもひとえに、お客さま、地域の皆さま、株主の皆さまのあたたかい
ご支援、ご愛顧の賜物と役職員一同深く感謝しております。
七十七銀行では皆さまへの感謝をこめて、様々な「創業130周年事業」

を実施してまいります。

◆「地元プロスポーツチーム応援キャンペーン」の実施

平成２０年４月、当行の創業１３０周年の感謝をこめて、個人のお客さま向

けに定期預金の金利優遇および特別贈答品を提供する「地元プロスポーツチー

ム応援キャンペーン｣を実施しました。

◆東北大学への寄附講座の開設

平成２０年４月、地域経済の発展と人材育成に資する教育研究を通じて、地

域社会への貢献をはかるため、地域の経済金融に関する教育研究をテーマとし

た寄附講座を開設しました。

◆子供向け金融教室等の開催について

金銭に対する健全な価値観や、ものづくりへの関心を涵養する情操教育を行

うことを通じて、地域への社会貢献を推進する観点から、２０年７月、地域の

小学生を対象とした「金融教室」、「ものづくり教室」を開催します。

なお地元プロスポーツ３チーム

の活動を応援し、地域のスポーツ

振興に貢献する観点から、各チー

ムのキャラクターをデザインした

ＩＣキャッシュカードの発行も

行っております。

◆その他にも献血活動への協力や、地域への奉仕活動など広く皆様に貢献できる

施策を検討してまいります。



本資料の将来の業績に関わる記述については、その内容を
保証するものではなく、経営環境の変化等による不確実性
を有しておりますのでご留意下さい。
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